




















● 1970（昭和 45）年 4 月生まれ（56 歳）
● 22 歳で就職、厚生年金に 38 年・国民年金に 40 年加入予定
●平均年収 500 万円、年間賞与は全月給の 30％
●平均標準報酬月額 32.1 万円、平均標準報酬額 41.7 万円

2 将来受け取る年金額の確認方法
■ねんきん定期便
　国民年金・厚生年金の加入者（被保険者）のもとに年１回、誕生月（１日生まれの人は前月）に届きます。
ねんきん定期便では、年金見込額やこれまでの保険料納付額、保険料の未納期間を除いた年金加入期間、
直近１年間の月別の保険料納付状況などを確認できます。
■ねんきんネット（ユーザー ID の取得、またはマイナポータルからの連携が必要）
　年金加入記録や加入実績に応じた年金見込額などを、24 時間いつでも確認できます。
■公的年金シミュレーター
　利用登録や ID・パスワードは不要で、「ねんきん定期便」の二次元コードを読み取り、生年月日を入力す
るだけで簡単に試算できます。将来の働き方や暮らし方を入力してみることで様々なシミュレーションが可能
で、繰上げ・繰下げ受給をした場合の年金額も試算できます。

平均年収 700 万円
平均標準報酬額 58.3 万円

平均年収 500 万円
平均標準報酬額 41.7 万円

平均年収 300 万円
平均標準報酬額 25.0 万円

加入期間 年額 月額 年額 月額 年額 月額
44 年 168.7 14.1 120.7 10.1 72.3 6.0
42 年 161.0 13.4 115.2 9.6 69.1 5.8
40 年 153.4 12.8 109.7 9.1 65.8 5.5
38 年 145.7 12.1 104.2 8.7 62.5 5.2
36 年 138.0 11.5 98.7 8.2 59.2 4.9
34 年 130.4 10.9 93.3 7.8 55.9 4.7
32 年 122.7 10.2 87.8 7.3 52.6 4.4
30 年 115.0 9.6 82.3 6.9 49.3 4.1
28 年 107.4 8.9 76.8 6.4 46.0 3.8
26 年 99.7 8.3 71.3 5.9 42.8 3.6
24 年 92.0 7.7 65.8 5.5 39.5 3.3
22 年 84.4 7.0 60.3 5.0 36.2 3.0
20 年 76.7 6.4 54.9 4.6 32.9 2.7
18 年 69.0 5.8 49.4 4.1 29.6 2.5
16 年 61.4 5.1 43.9 3.7 26.3 2.2
14 年 53.7 4.5 38.4 3.2 23.0 1.9
12 年 46.0 3.8 32.9 2.7 19.7 1.6
10 年 38.3 3.2 27.4 2.3 16.4 1.4

・平均年収（平均標準報酬額）は、在職していた全期間の平均。

■老齢厚生年金早見表
（単位：万円、千円未満四捨五入）

保険料納付済期間 年額 月額
40 年 84.7 7.1
38 年 80.5 6.7　
36 年 76.3 6.4
34 年 72.0 6.0
32 年 67.8 5.6
30 年 63.5 5.3
28 年 59.3 4.9
26 年 55.1 4.6
24 年 50.8 4.2
22 年 46.6 3.9
20 年 42.4 3.5
18 年 38.1 3.2
16 年 33.9 2.8
14 年 29.7 2.5
12 年 25.4 2.1
10 年 21.2 1.8

・加入期間の上限は 40 年。

■老齢基礎年金早見表　
　2026（令和 8）年度

（単位：万円、千円未満四捨五入）

＜⽣命保険⽂化センター「ねんきんガイド」（2026 年 6 ⽉改訂版）をもとに作成＞

会社員・田中さんの老齢年金事例

A ＋ − − ＝CB D E
収入収入

厚生年金

基礎年金

104.2 万円 / 年

   84.7 万円 / 年

⼀定の条件に該当する配偶者・⼦がいる場合は加算がある。

2026（令和 8）年度の年金額で計算

合計
188.9 万円 / 年
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3 老齢年金の繰上げ・繰下げ受給
　老齢年金は原則 65 歳から受け取れますが、早く受け取りたい人は 60 歳から 65 歳になるまでの間に１
カ月単位で繰り上げることができます。一方で遅らせてもよい人は 66 歳から 75 歳になるまでの間に 1 カ
月単位で繰り下げることができます。

■繰上げ
　「繰り上げた月数× 0.4％（または 0.5％）」で年金額が減額され、その減額率が一生涯続きます。繰上げ
受給の請求後は、変更や撤回はできません。老齢基礎年金と老齢厚生年金は、同時に繰上げ請求をする必
要があります。

1962（昭和 37）年 4 月 1 日以前生まれの人は 0.5％
1962（昭和 37）年 4 月 2 日以降生まれの人は 0.4%

減額率

■繰下げ
　「繰り下げた月数× 0.7%」で年金額が増額され、その増額率が一生涯続きます。繰下げ受給の請求後は、
変更や撤回はできません。老齢基礎年金と老齢厚生年金は、同時に繰り下げることも、どちらか一方のみを
繰り下げることもできます。

・65 歳より前に受け取る報酬比例部分の年金は特別に支給されるもので繰下げはできない。
・1952（昭和 27）年 4 月 1 日以前生まれの人は、繰下げができる上限年齢は 70 歳まで。

注意

　65 歳から老齢基礎年金 847,300 円 ( 満額 ) を受給開始した場合と比較すると、下表のとおりです。

1962（昭和 37）年 4 月 1 日以前生まれの人 1962（昭和 37）年 4 月 2 日以降生まれの人

受給開始年齢 60 歳 61 歳 62 歳 63 歳 64 歳 60 歳 61 歳 62 歳 63 歳 64 歳

受給率 70.0％ 76.0％ 82.0％ 88.0％ 94.0％ 76.0％ 80.8％ 85.6％ 90.4％ 95.2％

基礎年金額 59.3 万円 64.4 万円 69.5 万円 74.6 万円 79.6 万円 64.4 万円 68.5 万円 72.5 万円 76.6 万円 80.7 万円

受取累計額が 
下回る年齢※ 77 歳 78 歳 79 歳 80 歳 81 歳 81 歳 82 歳 83 歳 84 歳 85 歳

※ 65 歳で受給開始した場合と比較して、受取累計額がそれ以降下回る年齢（老齢厚生年金の場合も同じ）。

（年金額は千円未満四捨五入）

繰上げ

1952（昭和 27）年 4 月 2 日以降生まれの人

受給開始年齢 66 歳 67 歳 68 歳 69 歳 70 歳 71 歳 72 歳 73 歳 74 歳 75 歳

受給率 108.4％ 116.8％ 125.2％ 133.6％ 142.0％ 150.4％ 158.8％ 167.2％ 175.6％ 184.0％

基礎年金額 91.8 万円 99.0 万円 106.1 万円 113.2 万円 120.3 万円 127.4 万円 134.6 万円 141.7 万円 148.8 万円 155.9 万円

受取累計額が 
上回る年齢※ 78 歳 79 歳 80 歳 81 歳 82 歳 83 歳 84 歳 85 歳 86 歳 87 歳

※ 65 歳で受給開始した場合と比較して、受取累計額がそれ以降上回る年齢（老齢厚生年金の場合も同じ）。

（年金額は千円未満四捨五入）

繰下げ

A ＋ − − ＝CB D E
収入収入
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退職金・企業年金
 D
収 入

　退職金制度や企業年金制度は会社によって異なり、退職金の受取方法を一時金か年金か選べる場合もあり
ます。受取総額や税金 （一時金受取は退職所得、年金受取は雑所得）などを考慮して、受取方法を選びましょう。
勤務先に「退職所得の受給に関する申告書」を提出すると、退職金から所得税・住民税が源泉徴収され、
納税が完了します。勤務先に申告書を提出しなかった場合は、退職金額（額面）から 20.42％の所得税が源
泉徴収されるため、還付を受ける場合は改めて自分で確定申告をして精算します。

　■課税対象となる退職所得金額の計算方法

退職所得金額（千円未満切捨）＝（退職金－退職所得控除額）× 1/2計算
方法

退職所得金額の計算において、次の場合は「× 1/2」の適用はありません。
・役員等勤続 5 年以下の人が受け取る退職金等。
・役員等以外の勤続 5 年以下の人が受け取る退職金額から退職所得控除額を
　差し引いた後の金額のうち 300 万円を超える部分。
退職所得控除額

勤続年数 退職所得控除額
20 年以下 40 万円×勤続年数（最低 80 万円）
20 年超 800 万円＋ 70 万円×（勤続年数－ 20 年）

・勤続年数に１年未満の端数があるときは、たとえ１日でも１年として計算（例：10 年 2 カ月→ 11 年）。
・障害者となったことに直接起因して退職した場合は、上記で計算した金額に 100 万円を加算した金額が

退職所得控除額となる。

　■退職金にかかる所得税・住民税の計算方法

所得税額（一円未満切捨）＝（退職所得金額×所得税率－速算控除額）× 102.1％
住民税額（百円未満切捨）＝退職所得金額×住民税率（市区町村民税 6％・都道府県民税 4％）

　■所得税（復興特別所得税を含む）の速算表　　（A × B － C）× 102.1％
課税所得金額 A 税率 B 速算控除額 C 税額＝（A × B － C）× 102.1％

  195 万円以下 5% 0 円 A × 5％× 102.1％
  195 万円超� 330 万円以下 10% 97,500 円 （A × 10％− 97,500 円）× 102.1％
  330 万円超� 695 万円以下 20% 427,500 円 （A × 20％− 427,500 円）× 102.1％
  695 万円超� 900 万円以下 23% 636,000 円 （A × 23％− 636,000 円）× 102.1％
  900 万円超� 1,800 万円以下 33% 1,536,000 円 （A × 33％− 1,536,000 円）× 102.1％
1,800 万円超� 4,000 万円以下 40% 2,796,000 円 （A × 40％− 2,796,000 円）× 102.1％
4,000 万円超 45% 4,796,000 円 （A × 45％− 4,796,000 円）× 102.1％

・課税所得金額 A は千円未満切捨。     ・求めた税額は一円未満切捨。

１ 退職金（一時金）と税金

A ＋ − − ＝CB D E
収入収入

計算
方法
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自助努力目標額
 E
差 額

　定年退職後の支出と収入について考えてきましたが、支出見込額と収入見込額の
差額が自分で準備しておきたい「自助努力目標額」です。既に準備済みの金額と、
今後準備する金額を合わせて、目標額に達していれば安心です。自分や家族の将来
をおおまかに見通すための目安として、考えてみましょう。

収
入 公的年金の受取総額

+
−

−
=

C

A ＋ − − ＝CB D E
差額差額

支
出

定年退職後の
生活費の総額A

▼ 7 ページの数字を転記

万円

支
出

住まい・子どもにかかる費用
や整理資金などの総額B

▼ 9 ページの数字を転記

万円

▼ 13 ページの数字を転記

万円

収
入

退職金・
企業年金の受取総額D

▼ 16 ページの数字を転記

万円

差
額 自助努力目標額E

▼あなたの自助努力目標額

万円
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